
第２章

高齢者を取り巻く現状と課題



１．統計データからみる現状と将来推計
（１）総人口・高齢者人口の現状

本市の総人口は減少傾向で推移しており、 年（平成 年）には 人となっていま

す。一方、高齢者人口は増加傾向にあり、 年（平成 年）に 人となり人口に占め

る割合が ％と３人に１人が高齢者となっています。後期高齢者数はほぼ一定ですが、前期

高齢者が 年からの５年間で 人増加しています。

資料：住民基本台帳（各年 月１日現在）

3,914 3,815 3,722 3,639 3,556 

19,786 19,501 18,992 18,432 18,146 

10,393 10,645 10,817 10,933 11,048 

34,093 33,961 33,531 33,004 32,750 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

（平成24年） （平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年）
65歳以上 15～64歳 0～14歳

（人） 総人口の推移

4,276 4,477 4,676 4,845 4,926 

6,117 6,168 6,141 6,088 6,122 

10,393 10,645 10,817 10,933 11,048 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

（平成24年） （平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年）
75歳以上 65～74歳

（人） 高齢者人口の推移

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

（平成24年） （平成25年） （平成26年） （平成27年） （平成28年）

0～14歳
15～64歳
65歳以上



また、高齢化率は 年（昭和 年）から 年（平成 年）の 年間で ％から

％に ポイント上昇しており、京都府及び全国平均と比べて約６ポイント高い傾向が

続いています。

資料：国勢調査（各年 月１日現在）

地区別に年齢別人口構成比をみると、園部地区ではいわゆる団塊の世代の構成比は比較的低

くなっていますが、他の地区では概ね ％と最も多い世代となっています。

資料：住民基本台帳（ 月１日現在）
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（２）総人口・高齢者人口の将来推計

本市の総人口については、今後も緩やかな減少傾向で推移し、 年には 人に、ま

た、 年には 人にまで減少するものと見込まれます。

資料：住民基本台帳（各年 月１日現在） 年（平成 年）以降は独自推計値

将来の高齢者人口については今後微増しますが、 年（平成 年）をピークに減少して

いくと見込まれ、 年には 人に、また 年には 人になると見込まれます。

一方、後期高齢者数・高齢化率は 年には 人、 ％になると見込まれます。

資料：住民基本台帳（各年 月１日現在） 年（平成 年）以降は独自推計値
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（３）高齢者世帯の現状

本市の高齢者世帯数は増加傾向で推移しており、 年（平成 年）には 世帯、高

齢者世帯率は ％となり全世帯の半数の世帯に高齢者がいる状態です。

また、夫婦のみの世帯及びひとり暮らしの高齢者世帯が増加している一方で、その他の同居

世帯などは減少傾向にあります。

資料：国勢調査（各年 月１日現在）
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（４）要支援・要介護認定者数の現状と将来推計

認定者数は、高齢者人口の増加を背景に増加傾向で推移しており、 年（平成 年）に

は 人となっています。

高齢者数は 年（平成 年）をピークに減少すると見込まれますが、後期高齢者の増加

を背景に認定者数は今後も一貫して増加を続け、 年には 人に、また 年には

人にまで増加するものと見込まれます。認定率についても、 年には ％に、また

年には ％に増加するものと見込まれます。

※資料：介護保険事業状況報告（各年９月分） 年（平成 年）以降は独自推計値
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（５）高齢者の就業状況

高齢者の就労人口は、 年（平成 年）から 年（平成 年）にかけては減少傾向

にありましたが、 年（平成 年）には増加しており、特に“ ～ 歳”では 年（平

成 年）の 人から 人と 人増加しています。

資料：国勢調査（各年 月１日現在）
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２．アンケート調査結果
（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果より

１回答者属性

○男性の方が約 ポイント高く、前期高齢者が約 ％、後期高齢者が約 ％となっています。地

区は「園部地区」が約 ％「八木地区」が約 ％、「日吉地区」が約 ％、「美山地区」約 ％

となっています。

２家族及び生活状況

○ひとり暮らしが約 ％、夫婦のみが約 ％、２世帯が約 ％となっています。「１人暮らし」

は、女性で多く、高齢になるほど、介護などにより同居率が高くなっています。

○介護が必要な方は約 ％ですが、高齢であるほど何らかの介護を必要とする人の割合が高くなっ

ています。

介護・介助は必要ない 何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない
現在、何らかの介護を受けている 無回答

介護・介助
の必要性

n=1,967

１人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者 歳以上）
夫婦２人暮らし（配偶者 歳以下） 息子・娘との２世帯
その他

家族構成

n=1,967

男性 女性 無回答

性別

園部地区 八木地区 日吉地区 美山地区 無回答

地区

n=1,967

～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳
～ 歳 歳以上 無回答

年齢



３地域活動

○日常的に参加していると考えられる週に１回以上の参加は、「⑥収入のある仕事」が約 ％、「②

スポーツ関係のグループやクラブ」が約 ％、「③趣味関係のグループ」が約９％となっていま

す。また、いずれかに週に１回以上参加している方は、約 ％となっています。

○地域活動には約 ％が参加してもよいと考えています。

４たすけあい

○心配事や愚痴を聞いてくれる人や聞いてあげる人は、それぞれ「配偶者」が約 ～ ％となって

おり、次いで「友人」「別居の子ども」などとなっています。また、「そのような人はいない」

は、約４～８％となっています。

○家族や友人・知人以外の相談相手がいない人は約 ％で、最も多いのは「医師等」の約 ％と

なっています。

②スポーツ関係のグループやクラブ

③趣味関係のグループ

⑥収入のある仕事

週４回以上 週２～３回 週１回 月１～３回 年に数回 参加していない 無回答

会やグループの参加頻度

n=1,967

是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

地域づくりへの
参加意向

n=1,967

医師・歯科医師・看護師

そのような人はいない

社会福祉協議会・民生委員

地域包括支援センター・市役所

自治会・町内会・老人クラブ

ケアマネジャー

その他

無回答

家族や友人・知人以外で相談する相手

n=1,967



○友人・知人と会う頻度が週に１回以上の方は約 ％となっており、“日吉地区”“美山地区”で、

約 ％となっており、他地区よりやや多くなっています。

５健康について

○主観的な健康感は『よい』と感じている方が約 ％、『よくない』と感じている方が約 ％と

なっています。

○治療中、後遺症のある病気は「高血圧」が約 ％、「ない」が約 ％となっています。また、

“美山地区”で病気は「ない」の割合が ％で最も多くなっています。

とてもよい まあよい あまりよくない よくない 無回答

主観的健康感

n=1,967

高血圧

ない

目の病気

糖尿病

心臓病

治療中、または後遺症のある病気（上位５項目）

n=1,967

毎日ある

週に何度かある

月に何度かある

年に何度かある

ほとんどない

無回答

友人・知人と会う頻度

n=1,967



６介護保険制度

○介護が必要になった場合、『自宅で暮らしたい』が約 ％となっており、保険料の負担と介護サ

ービスについては、「平均的なサービスで平均的な保険料がよい」と考える方が約 ％となって

います。

７福祉サービス・高齢者施策

○いずれの事業・サービスも、現在の利用状況は５％以下と低い状況ですが、利用意向は ％以上

となっています。利用意向は「外出支援サービス」が約 ％で最も多く、次いで「除雪対策事業」

が約 ％、「訪問理美容サービス」が ％となっています。

○高齢者が健やかに過ごすために力を入れるべき施策として「在宅での生活や介助がしやすいよう、

保健・医療・福祉サービスの連携と充実」が最も多く約 ％となっており、在宅介護の要望が高

く、在宅介護に関するサービスの充実が望まれています。

家族等による介護を中心に自宅で生活したい

介護保険サービス・福祉サービスを

活用しながら自宅で生活したい

老人ホーム等の施設に入所したい

わからない

無回答

介護が必要となった場合の対応

n=1,967

在宅での生活や介助がしやすいよう、

保健・医療・福祉サービスの連携と充実

何でも相談できる窓口をつくる等相談体制の充実

サービス利用の手続きの簡素化

特別養護老人ホーム等の入所施設の整備

年代にかかわらず、住民同士がふれあう機会や場の充実

高齢者が健やかに過ごすために力を入れるべき施策

n=1,967



８生活機能評価

○アンケート調査のうち、『からだを動かすこと』『食べること』『毎日の生活』などの結果をも

とに、生活機能の低下の程度について分析しました。

生活機能の評価項目ごとの該当者（リスク者）の割合は、高齢であるほど割合が高くなっていま

す。

９まとめ

○今後、団塊の世代が 歳以上に達する 年に向けて後期高齢者が増加していくことが予想

され、介護が必要な方の増加が予想されます。各個人の生活面は当然のことながら、介護保険

制度上の費用の面からも介護予防の取り組みが重要になると考えられますが、地域活動へ参加

してもよいと考える人が約 ％いるものの、日常的に活動している人は約 ％であり、さら

に日常的な地域活動等への参加を促していくことで介護予防へつなげていくことが重要と考

えられます。

○心配事などの話し相手は、配偶者が最も多く、また友人や別居の子どもが多いですが、家族や

友人など以外には相談相手がいない方も多く、さらには友人などとの会う頻度も地区によって

頻度が異なります。特にひとり暮らしの方や、配偶者がいない方、地域とのつながりが薄い方、

子どものいない・近所にいない方に対して見守りを強化することで心配事を把握し、地域住民

や行政、専門職、医療関係者等の地域のさまざまな支援者間の連携を強めて情報共有すること

で、たすけあいの体制を構築・強化することが必要と考えられます。

○現行のサービスでは、「外出支援サービス」や「除雪対策事業」の利用意向が高くなっていま

す。また、介護が必要になった場合、『自宅で暮らしたい』と考える方が約 ％と多く、力を

入れるべき施策としても在宅介護に関するサービスの充実が求められています。
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（２）在宅介護実態調査結果より

１．回答者属性

○女性が約 ％、男性が約 ％で、後期高齢者が約 ％、要支援者が約 ％、要介護１・２が約

％、要介護３・４・５が約 ％となっています。また、単身世帯が約 ％、夫婦のみ世帯が

約 ％となっています。

２．在宅生活の継続

○施設等への入所・入居の検討状況は、要介護度が重度であるほど「検討中」「申請済み」の割合

が高く、申請先は、特別養護老人ホームが最も多くなっています。理由は、「介護している人の

身体的・精神的な負担が大きい」など、介護者の理由が多くなっています。

○介護保険サービスの利用状況は、要介護度が重度であるほど、「訪問系を含む組み合わせ」が多

くなっています。

男性 女性 無回答

性別

n=521

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３
要介護４ 要介護５ わからない 無回答

認定状況

n=521

歳未満 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳
～ 歳 ～ 歳 歳以上

年齢

n=521

単身世帯 夫婦のみ世帯 その他世帯 無回答

世帯類型

n=521

要支援１・２（ ）

要介護１・２（ ）

要介護３以上（ ）

検討していない 検討中 申請済み 無回答

施設等への入所・入居の検討状況

要支援１・２（ ）

要介護１・２（ ）

要介護３以上（ ）

未利用 訪問系のみ 訪問系を含む組み合わせ 通所系・短期系のみ 無回答

介護保険サービスの利用状況



○介護者の不安な介護項目は、「夜間の排泄」や「認知症状への対応」などで高く、特に「認知症

状への対応」は、要介護の状態となると高くなっています。

○今後の介護予防・高齢者福祉への要望については、「在宅での生活や介助がしやすいよう、保健・

医療・福祉サービスの連携と充実」が最も多く、在宅介護に関するサービスの充実が望まれてい

ます。

○在宅介護に関するサービスのうち、特に「夜間の排泄」「認知症状への対応」などの介護者の不

安を取り除き軽減できるサービスが求められていると考えられます。また、サービスの利用状況、

施設等への入所・入居の検討状況をみると、中重度の要介護者が在宅生活を維持していくために

は、「訪問系を含む組み合わせ」が必要と考えられます。

夜間の排泄

認知症状への対応

入浴・洗身

日中の排泄

外出の付き添い、送迎等

要支援１・２（ ） 要介護１・２（ ） 要介護３以上（ ）

不安な介護（抜粋）



３．就労継続

○要介護度が重度であるほど「問題なく、続けていける」の割合が低くなっています。

○「続けていくのは、やや難しい」「続けていくのは、かなり難しい」と考える方の不安な介護項

目は、「日中の排泄」「夜間の排泄」「認知症状への対応」などの項目で高くなっています。

○介護を理由に仕事を辞めたもしくは転職した方は、要介護３以上では２割を超えています。また、

介護のために、何らかの調整をしながら、働いている方が約半数で、介護度が高いほど多くなっ

ています。

○要介護度が高いほど、就労継続が困難な傾向がみられます。

特に、「続けていくのは、やや難しい」「続けていくのは、かなり難しい」と考える方の不安な

介護項目は、「日中の排泄」「夜間の排泄」「認知症状への対応」などの項目で高く、これらの

介護者の不安を取り除き軽減できるサービスが求められます。

また、職場の理解や、柔軟な勤務体制を構築するなどの事業所への働きかけが必要と考えられま

す。

要支援１・２（ ）

要介護１・２（ ）

要介護３以上（ ）

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける
続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい
主な介護者に確認しないと、わからない 無回答

就労継続

日中の排泄

夜間の排泄

認知症状への対応

問題なく、続けていける（ ）
問題はあるが、何とか続けていける（ ）
続けていくのは「やや かなり」難しい（ ）

不安な介護（抜粋）



３．介護保険事業等の動向
１ 第１号被保険者・認定者数・総給付費

第１号被保険者数及び認定者数、認定率については、想定よりも少ない傾向となっています。

総給付費及び第１号被保険者１人当たり給付費も、計画値よりもやや少なくなっており、特

に在宅サービスが対計画比で約 ％（第６期累計）となっています。

第5期 第6期

累計 累計

第1号被保険者数 （人）

要介護認定者数 （人）

要介護認定率 （%）

総給付費 （円）

施設サービス （円）

居住系サービス （円）

在宅サービス （円）

第1号被保険者1人あたり給付費 （円）

第5期 第6期

累計 累計

第1号被保険者数 （人）

要介護認定者数 （人）

要介護認定率 （%）

総給付費 （円）

施設サービス （円）

居住系サービス （円）

在宅サービス （円）

第1号被保険者1人あたり給付費 （円）

第5期 第6期

累計 累計

第1号被保険者数 （人）

要介護認定者数 （人）

要介護認定率 （%）

総給付費 （円）

施設サービス （円）

居住系サービス （円）

在宅サービス （円）

第1号被保険者1人あたり給付費 （円）

対計画比(実績値／計画値)

【実績値】「第1号被保険者数」、「要介護認定者数」、「要介護認定率」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報。「総給付費」は厚生労働省「介護
保険事業状況報告」年報、月報値、平成29年は見込み値
【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値
※「第1号被保険者1人あたり給付費」は「総給付費」を「第1号被保険者数」で除して算出

実績値

計画値



２ サービス別利用者数

施設サービスで一部、対計画比で ％を超えていますが、その他はほぼ計画通りか少ない

傾向にあります。特に在宅サービスのうち、「訪問入浴介護」「通所リハビリテーション」「短

期入所療養介護（老健）」「特定福祉用具販売」が対計画比で ％以下と想定よりも少ない結果

となっています。いずれも実数としても減少傾向にあります。

第 期 第 期
累計 累計

施設サービス 小計 （人）
介護老人福祉施設 （人）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （人）
介護老人保健施設 （人）
介護療養型医療施設 （人）

居住系サービス 小計 （人）
特定施設入居者生活介護 （人）
地域密着型特定施設入居者生活介護 （人）
認知症対応型共同生活介護 （人）

在宅サービス 訪問介護 （人）
訪問入浴介護 （人）
訪問看護 （人）
訪問リハビリテーション （人）
居宅療養管理指導 （人）
通所介護 （人）
地域密着型通所介護 （人）
通所リハビリテーション （人）
短期入所生活介護 （人）
短期入所療養介護（老健） （人）
短期入所療養介護（病院等） （人）
福祉用具貸与 （人）
特定福祉用具販売 （人）
住宅改修 （人）
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人）
夜間対応型訪問介護 （人）
認知症対応型通所介護 （人）
小規模多機能型居宅介護 （人）
看護小規模多機能型居宅介護 （人）
介護予防支援・居宅介護支援 （人）

第 期 第 期
累計 累計

施設サービス 小計 （人）
介護老人福祉施設 （人）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （人）
介護老人保健施設 （人）
介護療養型医療施設 （人）

居住系サービス 小計 （人）
特定施設入居者生活介護 （人）
地域密着型特定施設入居者生活介護 （人）
認知症対応型共同生活介護 （人）

在宅サービス 訪問介護 （人）
訪問入浴介護 （人）
訪問看護 （人）
訪問リハビリテーション （人）
居宅療養管理指導 （人）
通所介護 （人）
地域密着型通所介護 （人）
通所リハビリテーション （人）
短期入所生活介護 （人）
短期入所療養介護（老健） （人）
短期入所療養介護（病院等） （人）
福祉用具貸与 （人）
特定福祉用具販売 （人）
住宅改修 （人）
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （人）
夜間対応型訪問介護 （人）
認知症対応型通所介護 （人）
小規模多機能型居宅介護 （人）
看護小規模多機能型居宅介護 （人）
介護予防支援・居宅介護支援 （人）

【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、月報値、平成 年は見込み値
【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値

実績値

対計画比 実績値／計画値



３ １人１月当たり利用回数

「短期入所生活介護（要支援）」「訪問看護（要支援）」で計画値よりも少なく、「訪問リハビ

リテーション（要支援）」では計画値よりも多い結果となっています。

第 期 第 期
累計 累計

訪問介護 要介護 （回）
訪問入浴介護 要支援 （回）

要介護 （回）
訪問看護 要支援 （回）

要介護 （回）
訪問リハビリテーション 要支援 （回）

要介護 （回）
通所介護 要介護 （回）
地域密着型通所介護 要介護 （回）
通所リハビリテーション 要介護 （回）
短期入所生活介護 要支援 （日）

要介護 （日）
短期入所療養介護（老健） 要支援 （日）

要介護 （日）
短期入所療養介護（病院等） 要支援 （日）

要介護 （日）
認知症対応型通所介護 要支援 （回）

要介護 （回）

第 期 第 期
累計 累計

訪問介護 要介護 （回）
訪問入浴介護 要支援 （回）

要介護 （回）
訪問看護 要支援 （回）

要介護 （回）
訪問リハビリテーション 要支援 （回）

要介護 （回）
通所介護 要介護 （回）
地域密着型通所介護 要介護 （回）
通所リハビリテーション 要介護 （回）
短期入所生活介護 要支援 （日）

要介護 （日）
短期入所療養介護（老健） 要支援 （日）

要介護 （日）
短期入所療養介護（病院等） 要支援 （日）

要介護 （日）
認知症対応型通所介護 要支援 （回）

要介護 （回）

対計画比 実績値／計画値

【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、月報値、平成 年は見込み値
【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値

実績値



４ サービス別給付費

在宅サービスが全体的に計画値に対して少なくなっています。

「訪問リハビリテーション」「小規模多機能型居宅介護」は増加する傾向で計画していまし

たが、利用者数・１人当たり１月の利用回数はほぼ一定もしくは減少傾向で推移したため、給

付費の対計画比では ％以下となっています。

「短期入所療養介護（老健）」は５期期間中は同程度で推移しており、概ね同程度で推移す

ると計画していましたが、利用者数が減少したため、給付費の対計画比では ％以下となって

います。

第 期 第 期
累計 累計

施設サービス 小計 （円）
介護老人福祉施設 （円）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （円）
介護老人保健施設 （円）
介護療養型医療施設 （円）

居住系サービス 小計 （円）
特定施設入居者生活介護 （円）
地域密着型特定施設入居者生活介護 （円）
認知症対応型共同生活介護 （円）

在宅サービス 小計 （円）
訪問介護 （円）
訪問入浴介護 （円）
訪問看護 （円）
訪問リハビリテーション （円）
居宅療養管理指導 （円）
通所介護 （円）
地域密着型通所介護 （円）
通所リハビリテーション （円）
短期入所生活介護 （円）
短期入所療養介護（老健） （円）
短期入所療養介護（病院等） （円）
福祉用具貸与 （円）
特定福祉用具販売 （円）
住宅改修 （円）
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （円）
夜間対応型訪問介護 （円）
認知症対応型通所介護 （円）
小規模多機能型居宅介護 （円）
看護小規模多機能型居宅介護 （円）
介護予防支援・居宅介護支援 （円）

第 期 第 期
累計 累計

施設サービス 小計 （円）
介護老人福祉施設 （円）
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 （円）
介護老人保健施設 （円）
介護療養型医療施設 （円）

居住系サービス 小計 （円）
特定施設入居者生活介護 （円）
地域密着型特定施設入居者生活介護 （円）
認知症対応型共同生活介護 （円）

在宅サービス 小計 （円）
訪問介護 （円）
訪問入浴介護 （円）
訪問看護 （円）
訪問リハビリテーション （円）
居宅療養管理指導 （円）
通所介護 （円）
地域密着型通所介護 （円）
通所リハビリテーション （円）
短期入所生活介護 （円）
短期入所療養介護（老健） （円）
短期入所療養介護（病院等） （円）
福祉用具貸与 （円）
特定福祉用具販売 （円）
住宅改修 （円）
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 （円）
夜間対応型訪問介護 （円）
認知症対応型通所介護 （円）
小規模多機能型居宅介護 （円）
看護小規模多機能型居宅介護 （円）
介護予防支援・居宅介護支援 （円）

実績値

【実績値】厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報、月報値、平成 年は見込み値
【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値

対計画比 実績値／計画値



「介護老人福祉施設」の利用者をみると、全利用者数はやや増加していますが、要介護３以

上の方の利用者数は増加しています。 年（平成 年）以降、「要介護３以上」の方のみが

利用対象者となったことが影響していると考えられます。

一方で、利用者数が減少している在宅サービスは、「通所リハビリテーション」を除き、全

てのサービスで「要介護３以上」の方の利用が減少しています。

施設入所などの影響に伴い、在宅サービスの利用者が減少したため、対計画比で総給付費が

少なくなっているものと考えられます。

※資料：介護保険事業状況報告（年報値）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 要介護３以上

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

認知症対応型共同生活介護

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（介護老人保健施設）

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）

福祉用具貸与

介護予防支援・居宅介護支援

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

施
設

サ
ー

ビ
ス

在
宅

サ
ー

ビ
ス

居
住
系

サ
ー

ビ
ス

利用者数の差分（ ）


